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議案第22号 

 

   令和４年度松野町国民健康保険中央診療所特別会計予算 

 

 令和４年度松野町の国民健康保険中央診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ322,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還

の方法は、「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、20,000千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

 ⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

     令和４年３月９日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算
（歳入） （単位：千円）

款 項 金　　額

令和 4年度松野町国民健康保険中央診療所特別会計予算に関する説明書

２１８，０１７
1.診療収入

入院収入1.
７４，００９

外来収入2.
１３０，８０３

その他の診療収入3.
１３，２０５

１，９７１
2.使用料及び手数料

使用料1.
７１

手数料2.
１，９００

１
3.国庫支出金

国庫補助金1.
１

１
4.県支出金

県補助金1.
１

１
5.寄附金

寄附金1.
１

７５，６４５
6.繰入金

一般会計繰入金1.
７４，５４５

事業勘定繰入金2.
１，１００

６２６
7.繰越金

―　2　― 診療所



―　3　― 診療所

（歳入） （単位：千円）

款 項 金　　額

繰越金1.
６２６

５，６３８
8.諸収入

預金利子1.
１

雑入2.
５，６３７

２０，１００
9.町債

町債1.
２０，１００

歳　　入　　合　　計
３２２，０００



（歳出） （単位：千円）

款 項 金　　額

1.総務費
２１８，４０１

1.施設管理費
２１７，２１４

2.研究研修費
１，１８７

2.医業費
５９，８９９

1.医業費
４４，１９７

2.給食費
１５，７０２

3.施設整備費
３，７９２

1.施設整備費
３，７９２

4.公債費
３９，１７１

1.公債費
３９，１７１

5.予備費
７３７

1.予備費
７３７

歳　　出　　合　　計
３２２，０００
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診療所

第　２　表　　地方債
（単位：千円）

令和 4年度

―　5　―

起債の目的 限　度　額 利　率 償還の方法起債の方法

　証書借入
　　又は
　証券発行

　政府資金については、その融
通条件により、銀行その他の場
合には、その債権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し
、又は繰上償還もしくは低利に
借換えすることができる。

　年3.00％以内（但
し、利率見直し方式
で借入れる政府資金
及び地方公共団体金
融機構資金について
、利率の見直しを行
った後においては、
当該見直し後の利
率）

１１，１００過疎対策事業債（ハード事業分）

９，０００過疎対策事業債（ソフト事業分）

合　　　計 ２０，１００



Ⅰ　歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

1.総　括

1.診療収入
２１８，０１７ １９３，０７３ ２４，９４４

2.使用料及び手数料
１，９７１ １，９７２ △１

3.国庫支出金
１ １ ０

4.県支出金
１ １ ０

5.寄附金
１ １ ０

6.繰入金
７５，６４５ ８４，０８５ △８，４４０

7.繰越金
６２６ ４０６ ２２０

8.諸収入
５，６３８ ５，８６１ △２２３

9.町債
２０，１００ ３２，６００ △１２，５００

歳　　入　　合　　計
３２２，０００ ３１８，０００ ４，０００
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―　7　― 診療所

（歳出） （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

1.総務費

218,401 208,609 9,792 9,000 35,415 173,986
2.医業費

59,899 69,903 △10,004 11,100 1,100 47,699
3.施設整備費

3,792 1,287 2,505 3,792
4.公債費

39,171 37,971 1,200 39,171
5.予備費

737 230 507 737

歳　　出　　合　　計
322,000 318,000 4,000 20,100 75,686 226,214



2.歳　入

診療収入 入院収入1項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

5,0001. 1. ・現年分国民健康保険診療報酬収 5,000 4,260 740 国保一般及び退職者医療分5,000
入

5002. 1. ・現年分社会保険診療報酬収入 500 500 0 健保共済及び公費分500

57,0003. 1. ・現年分後期高齢者診療報酬収入 57,000 44,000 13,000 後期高齢者分57,000

2,5004. 1. ・現年分その他の診療報酬収入 2,501 2,501 0 その他の診療報酬収入2,500

12. ・未収繰越分 その他の診療報酬収入1

5,0005. 1. ・医療給付分現年分一部負担金収入 5,003 4,003 1,000 国保分及び健保共済、後期高齢者分医療費一部負担5,000
金

12. ・介護給付分現年分 介護保険分1

13. ・医療給付分未収繰越分 未収繰越分1

14. ・介護給付分未収繰越分 未収繰越分1

4,0006. 1. ・医療給付分現年分標準負担額収入 4,003 3,003 1,000 国保分及び健保共済、後期高齢者分食事一部負担金4,000

12. ・介護給付分現年分 介護保険分1

13. ・医療給付分未収繰越分 未収繰越分1

14. ・介護給付分未収繰越分 未収繰越分1

17. 1. ・現年分介護報酬収入 2 2 0 介護保険分1

12. ・未収繰越分 未収繰越分1

―　8　― 診療所1.款 診療収入



―　9　― 診療所1.款 診療収入

診療収入 入院収入1項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

74,009 58,269 15,740計

診療収入 外来収入2項1款

25,0001. 1. ・現年分国民健康保険診療報酬収 25,000 21,000 4,000 国保一般及び退職者医療分25,000
入

10,0002. 1. ・現年分社会保険診療報酬収入 10,000 10,000 0 健保共済及び公費分10,000

67,0003. 1. ・現年分後期高齢者診療報酬収入 67,000 61,000 6,000 後期高齢者分67,000

10,0004. 1. ・現年分その他の診療報酬収入 10,000 9,000 1,000 その他の診療報酬収入10,000

18,0005. 1. ・医療給付分現年分一部負担金収入 18,102 15,102 3,000 国保分及び健保共済、後期高齢者分医療費一部負担18,000
金

1002. ・介護給付分現年分 介護保険分100

13. ・医療給付分未収繰越分 未収繰越分1

14. ・介護給付分未収繰越分 未収繰越分1

7006. 1. ・現年分介護報酬収入 701 701 0 介護保険分700

12. ・未収繰越分 未収繰越分1

130,803 116,803 14,000計



診療収入 その他の診療収入3項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

11. 1. ・現年分諸検査等収入 1 1 0 諸検査収入1

13,2042. 1. ・現年分予防接種収入 13,204 18,000 △4,796 予防接種収入13,204

13,205 18,001 △4,796計

1 款合計 218,017 193,073 24,944

使用料及び手数料 使用料1項2款

701. 1. ・現年分自動車使用料 70 70 0 自動車使用料70

12. 1. ・現年分病室使用料 1 1 0 病室使用料1

71 71 0計

使用料及び手数料 手数料2項2款

1,9001. 1. ・現年分文書料 1,900 1,901 △1 文書料1,900

1,900 1,901 △1計

2 款合計 1,971 1,972 △1

国庫支出金 国庫補助金1項3款

11. 1. ・現年分国庫補助金 1 1 0 国庫補助分1

1 1 0計

―　10　― 診療所1.款 診療収入



―　11　― 診療所3.款 国庫支出金

国庫支出金3款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

3 款合計 1 1 0

県支出金 県補助金1項4款

11. 1. ・現年分県補助金 1 1 0 県補助金1

1 1 0計

4 款合計 1 1 0

寄附金 寄附金1項5款

11. 1. ・一般寄附金一般寄附金 1 1 0 一般寄附金1

1 1 0計

5 款合計 1 1 0

繰入金 一般会計繰入金1項6款

74,5451. 1. ・一般会計繰入金一般会計繰入金 74,545 82,985 △8,440 一般会計繰入金74,545

74,545 82,985 △8,440計

繰入金 事業勘定繰入金2項6款

1,1001. 1. ・事業勘定繰入金事業勘定繰入金 1,100 1,100 0 事業勘定繰入金1,100



繰入金 事業勘定繰入金2項6款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

1,100 1,100 0計

6 款合計 75,645 84,085 △8,440

繰越金 繰越金1項7款

6261. 1. ・前年度繰越金繰越金 626 406 220 前年度繰越金626

626 406 220計

7 款合計 626 406 220

諸収入 預金利子1項8款

11. 1. ・預金利子預金利子 1 1 0 預金利子1

1 1 0計

諸収入 雑入2項8款

411. 1. ・保険料実費徴収金雑入 5,637 5,860 △223 雇用保険料個人分納付金41

5,5962. ・雑入 雑入5,596

5,637 5,860 △223計

8 款合計 5,638 5,861 △223

―　12　― 診療所6.款 繰入金



―　13　― 診療所9.款 町債

町債 町債1項9款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

11,1001. 1. ・過疎対策事業債過疎対策事業債 20,100 32,600 △12,500 過疎対策事業債（ハード事業分）20,100
9,000・過疎対策事業債（ソフト事業分）

20,100 32,600 △12,500計

9 款合計 20,100 32,600 △12,500

322,000 318,000 4,000歳入合計



3.歳　出

1款 総務費 1項 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬一般管理費 217,214 207,712 9,502 8,000 35,415 173,799 会計年度任用職員報酬9,390 9,390・

2.給料 一般職給76,877 63,250・
会計年度任用職員給 13,627・

3.職員手当等 管理職手当56,849 2,546・
扶養手当 2,076・
通勤手当 842・
時間外勤務手当 2,127・
期末手当 17,825・
勤勉手当 11,211・
住居手当 545・
夜間看護手当 5,040・
管理職員特別勤務手当 127・
研究技術手当 7,200・
夜間休日待機手当 7,310・

4.共済費 職員共済組合負担金25,769 24,382・
社会保険料 1,387・

8.旅費 費用弁償949 718・
普通旅費 231・

10.需用費 消耗品費7,176 1,440・
燃料費 1,128・
印刷製本費 100・
光熱水費 3,960・
修繕料 548・

11.役務費 通信運搬費2,556 954・
クリーニング料 24・
車検手数料 20・

―　14　― 診療所1.款総務費



―　15　― 診療所1.款総務費

1款 総務費 1項 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 11.役務費一般管理費 公用車洗車手数料 3・
浄化槽法定検査手数料 38・
浄化槽汲取清掃手数料 306・
放射能測定手数料 270・
医療廃棄物処理手数料 200・
各種手数料 100・
建物災害共済分担金 117・
自動車損害賠償責任保険料 20・
自動車損害共済分担金 67・
医師賠償責任保険料 336・
診療所賠償責任保険料 101・

12.委託料 樹木管理委託料13,356 429・
防火施設管理委託料 154・
デマンド監視委託料 51・
浄化槽管理委託料 87・
建物清掃委託料 370・
電気保安管理委託料 177・
環境管理委託料 152・
空調設備保守点検委託料 284・
冷凍機等漏洩点検委託料 225・
電話設備保守点検委託料 26・
エレベーター保守点検委託料 634・
医師業務委託料 1,800・
危険物設備等保守点検委託料 66・
特殊建築物調査委託料 227・
給湯機器保守点検委託料 132・
医療事務委託料 8,316・
特殊建築物外壁打診等調査委託料 226・

13.使用料及び 複写機使用料4,146 168・
賃借料 テレビ受信料 45・



1款 総務費 1項 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 13.使用料及び一般管理費 カーテン使用料 981・
賃借料 自動車借上料 20・

清掃用具借上料 99・
ＬＥＤ照明器具借上料 2,111・
建物借上料 600・
宅地借上料 122・

17.備品購入費 機械器具費300 300・

18.負担金、補 諸会議等負担金17,841 31・
助及び交付 退職手当負担金 12,628・
金 国保診療施設連絡協議会負担金 187・

県へき地医療拠点病院医師派遣負担金 4,995・

26.公課費 自動車重量税2,005 5・
消費税 2,000・

217,214 207,712 9,502 8,000 35,415 173,799計

1款 総務費 2項 研究研修費

1. 8.旅費研究研修費 1,187 897 290 1,000 187 特別旅費787 787・

18.負担金、補 医師会負担金400 70・
助及び交付 学会参加負担金 330・
金

1,187 897 290 1,000 187計

1 款合計 218,401 208,609 9,792 9,000 35,415 173,986

―　16　― 診療所1.款総務費



―　17　― 診療所2.款医業費

2款 医業費 1項 医業費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 10.需用費医療用機械 23,502 32,581 △9,079 10,200 1,100 12,202 消耗品費1,000 500・
器具費 修繕料 500・

11.役務費 酸素容器検査手数料417 12・
医療包括器械保険料 405・

12.委託料 総合医療管理システムソフトウェア保4,714 1,518・
守委託料
レセプトシステム機器等保守委託料 1,051・
診断用Ｘ線撮影装置保守点検委託料 284・
医療ガス設備保守点検委託料 358・
エチレンオキシド作業環境測定委託料 77・
画像診断装置システム保守点検委託料 581・
自動血球計算装置保守点検委託料 157・
内視鏡システム等保守点検委託料 220・
心細動除去装置保守点検委託料 60・
ガス滅菌器点検委託料 50・
多機能診療支援システム保守点検委託 132・
料
スパイロメーター点検委託料 33・
生化学自動分析装置保守点検委託料 193・

13.使用料及び レセプトコンピュータ使用料5,729 1,299・
賃借料 吸着型酸素濃縮器借上料 4,298・

多機能診療支援システム借上料 10・
ソフトウェア使用料 67・
車椅子借上料 55・

17.備品購入費 医療用機械器具購入費11,642 300・
内視鏡システム購入費 9,802・
椅子型牽引装置購入費 1,540・



2款 医業費 1項 医業費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 10.需用費医療用消耗 600 600 0 600 消耗品費600 600・
器材費

3. 10.需用費医薬品衛生 15,700 17,980 △2,280 15,700 薬品費15,700 8,500・
材料費 衛生材料費 7,200・

4. 13.使用料及び寝具費 1,035 1,035 0 1,035 基準寝具使用料1,035 1,035・
賃借料

5. 12.委託料医療用諸費 3,360 3,120 240 3,360 臨床検査委託料3,360 3,360・

44,197 55,316 △11,119 10,200 1,100 32,897計

2款 医業費 2項 給食費

1. 10.需用費給食費 15,702 14,587 1,115 900 14,802 消耗品費296 196・
修繕料 100・

12.委託料 給食委託料14,405 14,364・
昇降機保守管理委託料 41・

17.備品購入費 施設用備品購入費1,001 100・
温冷配膳車購入費 901・

15,702 14,587 1,115 900 14,802計

2 款合計 59,899 69,903 △10,004 11,100 1,100 47,699

―　18　― 診療所2.款医業費



―　19　― 診療所3.款施設整備費

3款 施設整備費 1項 施設整備費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 10.需用費施設整備費 3,792 1,287 2,505 3,792 修繕料800 800・

14.工事請負費 工事請負費2,592 2,592・

17.備品購入費 施設用備品購入費400 400・

3,792 1,287 2,505 3,792計

3 款合計 3,792 1,287 2,505 3,792

4款 公債費 1項 公債費

1. 22.償還金、利元金 36,115 33,949 2,166 36,115 長期債償還元金36,115 36,115・
子及び割引
料

2. 22.償還金、利利子 3,056 4,022 △966 3,056 長期債利子3,056 3,056・
子及び割引
料

39,171 37,971 1,200 39,171計

4 款合計 39,171 37,971 1,200 39,171

5款 予備費 1項 予備費

1.予備費 737 230 507 737

737 230 507 737計



5款 予備費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

5 款合計 737 230 507 737

322,000 318,000 4,000 20,100 75,686 226,214歳出合計

―　20　― 診療所5.款予備費
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１　特別職

0

0 0 0

計 0 0 0 0 0 0

比 較
0

その他 0 0 0 0

0

議 員 0 0 0 0 0 0

0 0

長 等 0 0 0 0 0 0

0 0

計 0 0 0 0 0

前 年 度
その他

議 員 0 0

0 0

長 等 0 0

0 0

計 0 0 0 0 0

本 年 度
その他

議 員 0 0

(千円) (千円)

長 等 0 0

期 末 手 当
計(千円)

年 間 支 給 率
(人) (千円) (千円) (月分) (千円)

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

共 済 費 合 計
備 考報 酬 給 料



２　一般職
　（１）総　括

備考：（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
　　　通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

1,596 0 127 521 0

0 24 7,200

比 較 120 196 478 △ 30 1,151 2,484

7,200

前 年 度 1,956 326 1,376 7,340 12,146 8,727 2,940 2,546

13,297 11,211 4,536 2,546 127 545
職 員 手 当 の 内 訳

本 年 度 2,076 522 1,854 7,310

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

研 究 技 術
手 当勤 務 手 当 手 当 手 当 特別勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

期 末 手 当 勤 勉 手 当
夜 間 看 護 管 理 職 管 理 職 員

住 居 手 当

6,643 16,462 2,637 19,099
3

区 分
扶 養 手 当 通 勤 手 当

時 間 外 夜 間 休 日
待 機 手 当

98,012 17,782 115,794
13

比 較
( 0 )

0 9,819

20,419 134,893
16

前 年 度
( )

0 53,431 44,581

(千円) (千円)

本 年 度
( )

0 63,250 51,224 114,474

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

924 0 127 521 0

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

0 24 7,200

比 較 120 173 365 △ 30 127 2,484

7,200

前 年 度 1,956 669 1,762 7,340 17,698 8,727 4,116 2,546

17,825 11,211 5,040 2,546 127 545
職 員 手 当 の 内 訳

本 年 度 2,076 842 2,127 7,310

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

研 究 技 術
手 当勤 務 手 当 手 当 手 当 特別勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

期 末 手 当 勤 勉 手 当
夜 間 看 護 管 理 職 管 理 職 員

住 居 手 当

4,811 7,842 1,971 9,813
0

区 分
扶 養 手 当 通 勤 手 当

時 間 外 夜 間 休 日
待 機 手 当

比 較
( △ 1 )

△ 1,094 4,125

72,752 52,038 135,274 22,411 157,685
23

56,849 143,116 24,382 167,498
23

前 年 度
( 7 )

10,484

本 年 度
( 6 )

9,390 76,877

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

(千円) (千円)
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　　　イ　会計年度任用職員

備考：（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書き

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

採用・退職 千円
昇格 千円
定期昇給 千円
会計異動 千円
その他 千円

（R3人勧による）

採用・退職 千円
昇格 千円
会計異動 千円
定期昇給 千円

千円
その他 千円2,200

千円
期末手当改定　0.15月分減額

増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 6,044

3,433
139
171
101

職 員 手 当 4,811
制 度 改 正 に 伴 う

△ 1,233 期末手当 △ 1,233

そ の 他 の 増 減 分 4,125

3,189
354
748

△ 166

昇 給 に 伴 う
増 加 分

(千円) (千円)

給 料 4,125
給 与 改 定 に 伴 う
増 減 分

△ 672 0 0 0 0

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考

0 0 0

比 較 0 △ 23 △ 113 0 △ 1,024 0

0

前 年 度 0 343 386 0 5,552 0 1,176 0

4,528 0 504 0 0 0
職 員 手 当 の 内 訳

本 年 度 0 320 273 0

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

研 究 技 術
手 当勤 務 手 当 手 当 手 当 特別勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

期 末 手 当 勤 勉 手 当
夜 間 看 護 管 理 職 管 理 職 員

住 居 手 当

△ 1,832 △ 8,620 △ 666 △ 9,286
△ 3

区 分
扶 養 手 当 通 勤 手 当

時 間 外 夜 間 休 日
待 機 手 当

37,262 4,629 41,891
10

比 較
( △ 1 )

△ 1,094 △ 5,694

3,963 32,605
7

前 年 度
( 7 )

10,484 19,321 7,457

(千円) (千円)

本 年 度
( 6 )

9,390 13,627 5,625 28,642

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計



　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給

　　　ウ　級別職員数

( ) ( )
9 100.0 3 100.0

計
( ) ( )

計

1 級
( ) ( )

1 級
( ) ( )

2 22.2

2 級
( ) ( )

2 級
( ) ( )

4 44.5

3 級
( ) ( )

3 級
( ) ( )

1 11.1

)
1 11.1

)
1 11.1

4 級
( ) (

)
0.0

5 級
( ) (

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在
6 級

( ) (

7 級
( ) ( )

( ) ( )
13 100.0 2 100.0

計
( ) ( )

計

1 級
( ) ( )

1 級
( ) ( )

4 30.7

2 級
( ) ( )

2 級
( ) ( )

5 38.5

3 級
( ) ( )

3 級
( ) ( )

2 15.4

1 7.7
4 級

( ) ( )

5 級
( ) ( )

1 7.7

( )
0.0

構 成 比

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在
6 級

( )

7 級
( ) ( )

(人)

大 学 卒 186,427 507,803 182,200 251,049

区 分
構 成 比 (％)(人)

一 般 行 政 職 医 療 職

級 職 員 数

(円) 医 療 職 (円)

(％) 級 職 員 数

高 校 卒 153,564 150,600

平 均 年 齢 （ 歳 ） 49.8 48.6

区 分
一 般 行 政 職 医 療 職 国 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 291,584 749,533
令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 315,073 836,233

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 298,090 813,374
平 均 年 齢 （ 歳 ） 46.6 44.0

区 分 一 般 行 政 職 医 療 職
平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 276,243 716,874
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　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

) ( )
有

2.225 2.225 4.450
国 の 制 度

( ) ( ) (

) ( )
有

2.250 2.200 4.450
前 年 度

( ) ( ) (

( )
有

2.225 2.075 4.300

(月分) (月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度
( ) ( ) ( )

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月 (月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

号 級 (人)

8 号 級 (人)

6 号 級 (人)

2 号 級 (人)

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

号 級 数 別 内 訳

4 号 級 (人)

職 員 数 (Ａ) (人) 9 9 3

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

号 級 (人)

8 号 級 (人)

6 号 級 (人)

(人)

号 級 数 別 内 訳

4 号 級 (人)

2

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

2 号 級

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 医 療 職

職 員 数 (Ａ) (人) 13 13

技 師 補 社会福祉士
上 級 社 会 福 祉 士 主任保健師 保 健 師

主 任 社 会 福 祉 士 社会福祉士

保 育 士 技 師 保 健 師
主 幹 主 幹 園 長 園 長 上級保育士 主任栄養士 栄 養 士
室 長 室 長 保 健 師 長 保 健 師 長 上級保健師 主任保育士

保 育 士
局 長 局 長 事 務 長 事 務 長 上級栄養士 専 門 員 技 師 主 事 補 栄 養 士

１ 級

一般行政職

課 長 課 長 課 長 補 佐 課 長 補 佐 上級専門員 係 長 主 査 主 事

区 分 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級



　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　特殊勤務手当

　　　ケ　その他の手当

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定を
行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているため、松野
町も同様に改定なしとした。

通 勤 手 当 同　　　　じ

代 表 的 な 特 殊 勤 務
研究技術手当、夜間休日待機手当、夜間看護手当

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 80.0% 100.0%

（令和４年１月１日現在）

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 医 療 職

給料総額に対する比率 （％） 16.6% 35.1%

支 給 対 象 職 員 数 （人）
国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

支 給 対 象 地 域
支 給 率 （％）

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

定 年 前 早 期

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

(2～20％加算)

退 職 時 特 別
備 考

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等 昇 給
区 分

20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者 最 高 限 度 そ の 他 の
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Ⅲ　地方債の令和２年度末における現在高並びに令和３年度末及び令和４年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

令和４年度中
起債見込額

令和４年度中
元金償還見込額

１ 過疎対策事業債（ハード） 71,514 85,051 11,100 4,746 91,405

２ 過疎対策事業債（ソフト） 21,381 21,501 9,000 7,700 22,801

３ 病院事業債 100,605 77,900 23,669 54,231

193,500 184,452 20,100 36,115 168,437

令和４年度末
現在高見込額

合 計

区 分
令和２年度末

現在高
令和３年度末
現在高見込額

令和４年度中増減見込



 


